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社会保障制度の確保について 

 

 

国においては、令和５年１２月、２０４０年頃までを見据えた「全世代型社

会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」を取りまとめ、「全世代型社会

保障」の構築に向け、取り組むべき課題を示している。 

この中で、「医師偏在対策」について、長期的には医師の供給が需要を上回

ることを前提に、医師養成課程における医師偏在対策の取組を進めることと

しており、近年、医師多数県での養成数を抑制する動きが加速している。 

また、令和６年１２月に医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ

を策定し、医師偏在の是正をさらに進めていくとしている。 

中国・四国の各県では、これまで、多くの労力と工夫を凝らし、医療提供体

制を確保するために必要な医師の確保に努めてきたところであるが、国の機

械的な指標に基づき、医師多数県と位置づけられている県においても、人口・

社会資源等の都市部への集中という構造的な課題を背景とした「地域偏在」や

「診療科偏在」に加え、「医師の高齢化」と「若手医師の流出」が年々深刻さ

を増し、特に中山間地域や離島において必要な診療科の医師を確保できない

等の実態があり、医療提供体制を守っていくため、地域の実情を踏まえた「若

手医師」の確保・定着に向けた対策が急務となっている。さらに、へき地診療

所や瀬戸内海巡回診療船「済生丸」については、人口減少や物価高等により収

支不足が拡大するなど、将来にわたって運営を継続するための支援が求めら

れる。 

また、「医療提供体制改革の推進」に関して、新興感染症の脅威等を背景に、

公立・公的医療機関の医療提供体制確保が重要度を増す中、２０４０年とその

先を見据えた「新たな地域医療構想」について、地域の実情に応じた取組が一

層重要となる。 

加えて、今年度よりかかりつけ医機能報告制度が開始することから、この中

で県や市町村、医療機関等に対し、これまで以上に多くの実務を担うことが求

められている。 

なお、改革工程に示された様々な取組を推進し、持続可能な医療提供体制を

確保するためには、「医療ＤＸによる効率化・質の向上」が不可欠であるが、

その推進にあたっては、医療現場に混乱・支障を生じさせないよう、十分な配

慮が必要である。 

更に、今後の高齢化の更なる進行等を踏まえ、社会の活力を維持、向上させ

つつ「全世代型社会保障」を実現していくためには、質の高い医療・介護を効

率的・効果的に提供できる体制の構築や介護予防・健康づくり、がん対策の取

組の強化を通じた「健康寿命の延伸」などが求められている。 



 
こうした中、医療機関、介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所等に

おいては、人口減少により、患者・利用者が減少し、あわせて従事者の確保が

難しくなっており、加えて、賃金水準の上昇や物価・エネルギー価格の高騰が

続いていることから、その経営環境は大変厳しい状況にある。 

更に、中山間地域・離島といったへき地における訪問系や通所系の介護サー

ビス提供について、訪問や送迎等の移動に係るコストが介護報酬において十

分に評価されておらず、採算の確保が難しいという報酬構造上の問題が指摘

されている。 

加えて、訪問介護については、令和６年度の報酬改定で基本報酬の引下げが

行われたことなどにより、特にサービス提供が非効率なへき地において、事業

者の経営が一層厳しさを増しているところである。 

これらを踏まえて、次の点について強く要望する。 

 

１ 地方において、安定的かつ継続的な医師確保が行われるよう、地方との協

議をしっかり行い、地方の実情を十分に認識した上で、国が主体となり実効

性のある偏在対策・確保対策を講じること。 

 また、医学部臨時定員枠については、地理的条件等、地域の実情を踏まえ、

地域に必要な医師数を確保できるよう現在の枠を継続すること。 

 

２ 医師や看護職員等、医療人材の着実な確保・養成や勤務環境の改善等に向

け、「地域医療介護総合確保基金」の国予算を確保するとともに、柔軟な活

用を可能とすること。 

  また、へき地診療所や瀬戸内海巡回診療船「済生丸」の安定的な運営を確

保できるよう、財政支援の拡充を行うこと。 

 

３ 新たな地域医療構想については、令和４年３月に示された方針のとおり、

「各都道府県の地域の実情を踏まえ、主体的に取組を進める」との認識のも

と、病床の削減や統廃合ありきではなく、個々の病院及び地域の個別事情を

十分踏まえ、各都道府県が主体的に取組を進められるよう、地方とも丁寧に

協議をしながら検討を進めること。 

  また、新たな地域医療構想の策定及び推進に当たっては、対象分野の拡大、

取組の深化、医療機関機能報告の新設等について、現場の医療機関や自治体

など関係者の負担が大きくなる懸念があることから、業務重複の回避など、

関係者の負担軽減に配慮した制度設計にするとともに、策定段階からの各

種支援体制の確保、自治体の体制整備に対する地方財政措置等を講じるほ

か、地域医療介護総合確保基金の拡充等、新たな地域医療構想を推進するた

めの財源を十分確保すること。 



 
  さらに、コロナ禍において、感染症対応に重要な役割を果たした公立・公

的医療機関の医療機能と役割も踏まえて、地域の実情に即したものとなる

よう十分な検証を行い、考え方を示すこと。 

   

４ かかりつけ医機能報告制度の円滑な実施に向けて、地域ごとの協議に必

要となるデータを提供し、県や市町村等の負担軽減を図るとともに、医療機

関が取組を進めるために必要な財政支援を行うこと。 

  かかりつけ医機能報告制度については、先般公表されたガイドラインに

おいて、医療機関への報告依頼や内容の確認、重層的な協議の場の設置及び

運用、住民・患者への周知啓発など、様々な業務を県が担うこととされてい

る。県に過度な負担がかからないよう、ガイドラインの内容を見直すととも

に、業務を円滑に進めるために必要となる経費について、十分な財政支援を

講じること。 

  また、本年秋を予定している、医療機関への報告依頼の開始に向けて、医

療機関向けマニュアルや報告システムの内容を早期に示すとともに、現場

に混乱が生じないよう、コールセンターの設置など、十分な体制を講じるこ

と。 

 

５ 公立病院では、効率性・経済合理性だけでは対応できない救急医療・周産

期医療や新興感染症への対応などの政策的医療を担うだけでなく、医療の

先進性の確保を通じ、住民への医療の充実を図る必要があるが、現下の物価

高騰や人件費増加等に伴い、もはや経営努力のみでは対応することが困難

な極めて厳しい経営状況にあることから、柔軟な診療報酬改定や、一般会計

からの繰出に対する地方公営企業繰出基準の見直しなどの財政的支援を拡

充するとともに、高度医療・先進的医療のための医療機器の更新等について、

リース等の購入以外の手法により調達ができるよう、適切な地方財政措置

を講じるよう検討を進めること。 

 

６ 医療ＤＸの推進に当たっては、地域の医療機関の実情をしっかりと把握

するとともに、医療機関におけるインフラの整備・維持及びサイバーセキュ

リティ対策について、必要な財源の支援を行うこと。 

  また、ＤＸへの対応が難しい患者が取り残されることのないよう、国民に

対し、丁寧な説明と支援を行うこと。 

 

７ 「健康寿命の延伸」に必要な介護予防・フレイル予防については、地域特

性に応じた取組を推進するため、保険者機能強化推進交付金及び介護保険

保険者努力支援交付金について地方と十分に協議を行い、柔軟な運用がで



 
きるよう意見を制度に反映させること。あわせて、地方において必要な施策

が確実に実施できるよう十分な財政措置を講じること。 

  また、がん検診について、実施主体を明確にするとともに、受診率向上を

図るため、法制度を整備すること。 

 

８ 高額療養費制度は、国民の命と暮らしを守る重要なセーフティーネット

として位置づけられているが、現状の負担上限額であっても、高額な治療を

継続した際の家計への影響は少なくない。本制度のあり方について議論が

ある中で、こうした国民の生活状況を踏まえ、生死に直結する治療断念につ

ながるような見直しは撤回し、制度としての役割や持続可能性等について

丁寧かつ幅広い議論を行うこと。 

 

９ 公定価格である診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等報酬により

運営されている保険医療機関や介護・福祉事業所は、物価高や人件費の影響

を価格に転嫁できず、厳しい経営状況にあることから、次期報酬改定におい

て、地域の公的サービス提供体制を将来にわたって維持・確保するため、社

会経済情勢を適切に反映すること。 

  また、令和６年度の報酬改定では不十分であることから、遡及と同等の効

果を念頭に置いた臨時的な報酬改定や、国による補助制度の創設・拡充など、

早急に対策を講じるとともに、物価や賃金の上昇が適時適切に反映される

仕組みを診療報酬制度等に組み込むこと。 

 

10 中山間地域・離島等の介護サービス提供体制の確保については、地域の実

態を踏まえて必要なコストを適正に評価するとともに、令和９年度に予定

されている次の定期改定を待たずして臨時改定等の措置を速やかに講じる

ことも含め、物価の上昇などの社会情勢を迅速に反映させる制度設計を行

うことで、介護事業所の経営安定化を図ること。 

 

11 人口減少地域の介護老人保健施設等では、老朽化や入所率低下、人材不足

等の問題を抱え施設継続が困難になってきており、障がい者や単身高齢者

の住まい等へのニーズを充足するためにも、年齢や障がいの有無に関わら

ず人々が安心して暮らすことができる居住環境の構築に向けた既存施設の

用途転換等の有効活用を図るため、補助金等の規制弾力化や国による財源

措置も含めて支援策を講じること。 
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